
貸  借  対  照  表
（平成２６年４月３０日現在）

（単位：円）

資産の部 負債の部
科　目 金額 科　目 金額

流動資産 2,017,118,176 流動負債 254,442,351

現 金 3,002,747 未 払 費 用 133,358,324
普 通 預 金 1,652,867,421 前 受 金 8,201,700
定 期 預 金 200,000,000 預 り 金 4,148,655
売 掛 金 207,809,498 役 員 賞 与 引 当 金 9,950,000
未 収 入 金 1,736,381 賞 与 引 当 金 42,646,337
貯 蔵 品 336,270 未 払 法 人 税 等 37,631,135
前 払 費 用 5,085,483 未 払 事 業 税 9,737,000
立 替 金 164,248 未 払 消 費 税 等 8,769,200
仮 払 金 78,950
貸 倒 引 当 金 △ 53,962,822

固定負債 156,886,075

役員退職慰労引当金 64,000,000
退 職 給 付 引 当 金 92,886,075, ,

固定資産 707,445,762

有形固定資産 20,619,440

建 物 附 属 設 備 2,258,500 411,328,426
機 械 及 び 装 置 121,305,323
工具器具及び備品 26,660,534 純資産の部
減 価 償 却 累 計 額 △ 129,604,917 株 主 資 本 2,313,235,512

  資   本   金 400,000,000

無形固定資産 10,482,600
  利益剰余金 1,913,235,512

電 話 加 入 権 10,482,600
利 益 準 備 金 61,410,000

投資その他の資産 676,343,722
その他利益剰余金 1,851,825,512

投 資 有 価 証 券 622,225,391 配 当 積 立 金 524,000,000
差 入 保 証 金 42,795,000 別 途 積 立 金 758,000,000
そ の 他 の 投 資 400,001 繰越利益剰余金 569,825,512
長 期 前 払 費 用 10,923,330

2,313,235,512

負 債 合 計

純 資 産 合 計

資産合計 2,724,563,938 負債及び純資産合計 2,724,563,938



(単位:円)

売上高 2,649,904,167

事業収入

番組供給収入 1,156,209,328

放送企画事業収入 974,686,876

クロスメディア収入 81,323,520

催物収入 42,151,527

受入回線収入 296,527,776

その他収入

業務受託料 44,000,000

その他収入 55,005,140

売上原価 1,932,531,556

番組制作費 889,682,520

ネットワーク費 483,305,738

放送企画事業費 222,106,657

クロスメディア事業費 20,089,613

催物費 32,806,041

損  益  計  算  書
 平成25年  5月  1日から
 平成26年  4月 30日まで

金  額科  目

CS回線運営費 284,540,987

  売上総利益 717,372,611

販売費及び一般管理費 473,561,932

  営業利益 243,810,679

営業外収益 10,587,762

受取利息 690,264

受取配当金 4,260,320

貸倒引当金戻入額 2,637,178

その他営業外収入 3,000,000

営業外費用 25,965

雑支出 25,965

  経常利益 254,372,476

特別利益 7,377,503

投資有価証券清算金 7,377,503

特別損失 57,272

固定資産除却損 57,272

261,692,707

95 000 000

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税 住民税及び事業税 95,000,000

166,692,707

法人税､住民税及び事業税

当 期 純 利 益



個別注記表 
 
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 
１．投資の評価基準及び評価方法 
 （１）有価証券  

①満期保有目的の証券        償却原価法によっております。 
     ②その他有価証券・時価のあるもの･･･決算日の市場価格等に基づく時価法によっ

ております。（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算出しております。） 
             ・時価のないもの･･･総平均法による原価法によっております。 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 
 （１）貯蔵品 
   先入先出法による原価法によっております。 
３．固定資産の減価償却の方法 
 （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

法人税法に定める定額法によっております。 
なお、法人税法の改正に伴い、平成 19 年 3 月 31 日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により、取得価額の 5%に到

達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の 5%と備忘価額との差額を 5 年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 
   
 
４．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 
 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 
 （２）賞与引当金 
   従業員に対する賞与の支払に備えるため、当社所定の計算方法に基づいた支払見込

額を計上しております。 
 （３）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
（４）退職給付引当金 

従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末における自己都合要支給額の 100％
を退職給付債務として計上しております。 

 



 

（５）役員賞与引当金 
   役員の賞与の支給に備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年

度に負担する額を計上しております。 
５．消費税等の会計処理方法 
消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。 

 
Ⅱ．貸借対照表に関する注記 
１．有形固定資産の減価償却累計額の科目ごとの内訳 
   建物附属設備       １，４４０，９７５円 
   機械及び装置     １０２，４５０，９２０円 
   工具器具及び備品    ２５，７１３，０２２円 
     

Ⅲ．株主資本等変動計算書に関する注記 
 １．当事業年度末日における発行済株式の種類及び数 
  普通株式         ８，０００株 
 ２．当事業年度末日における自己株式の種類及び数 
  該当事項はありません 
 ３．剰余金の配当 
  （１）配当金支払額等 
    平成 25 年 7 月 18 日開催の第 30 期定時株主総会決議による配当に関する事項 
    ・配当金の総額      ２８，０００，０００円 
    ・1 株当たりの配当金        ３，５００円 
    ・基準日       平成 25 年 4 月 30 日 
    ・効力発生日     平成 25 年 7 月 19 日 
 ４．当該事業年度末における新株予約権に関する事項 
  該当事項はありません 
 
Ⅳ．１株当たり情報に関する注記 
 １．１株当たり純資産       ２８９，１５４円４３銭 
 ２．１株当たり当期純利益      ２０，８３６円５８銭 
 
Ⅴ．重要な後発事象に関する注記 
 該当事項はありません。 
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